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東京都への変更許可申請・変更届

東京都の変更許可・変更届出が必要な事項の一覧は、以下のホームページでご確認いただけます。

東京都福祉局 ＞ 高齢者 ＞ 高齢者施設 ＞介護医療院
＞介護医療院の変更許可申請・変更届出等様式＞変更事項及び提出先のご案内
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東京都への変更許可申請・変更届

令和6年5月

変更許可申請
管理者承認

申請書

別紙様式
第一号（九）

別紙様式
第一号（十）

変更届出書
（介護医療院）

変更届出書
（みなし通所リハ・
みなし短期療養）

施設整備担当

03-5320-4266

〇 〇 〇
法人の称号、所在地又は代表者の変更等
で、法人所管官庁の認可を受けたものの届
出に限る。

〇 〇 ○
〇 〇 ○
〇 ○
〇 ○

〇 〇 ○

事業所の種別

事業所の平面図及び設備の概要

事業の廃止、休止又は再開

　　 介護医療院に関する申請・届出の基準は以下のとおりです。

　　※施設運営担当への質問は、お問合せフォームからお願い致します。

事
業
種
別

変更事項

変更届

備考

施設運営担当

03-5320-4264

https://www.shinsei.elg-front.jp/tokyo2/uketsuke/form.do?id=1665534307616

《

医
療
院
・
指
定
居
宅

サ
ー

ビ
ス
共
通
事
項
》

開設者の名称・主たる事務所の所在地・代表者氏名・生
年月日・住所・職名の変更

施設（事業所）の名称及び所在地

開設者の登記事項証明書又は条例

～ 介護医療院の変更許可申請・変更届の適用区分 ～
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食費・居住費変更時の手続の流れ

1 施設支援課宛てに変更の根拠資料（積算根拠、近隣施設の費用）を提出

（フォーム：https://www.shinsei.elg-front.jp/tokyo2/uketsuke/form.do?id=1665534307616）

2 施設支援課で根拠資料の内容を確認

3 （根拠資料の内容に問題がなければ、）施設支援課から施設に変更届（運営規

程の変更）の提出を案内

4 施設が変更届（運営規程の変更）を提出

※「食費」、「居住費」の変更届はありません。「食費」、「居住費」の変更

に伴い、運営規程が変更となるため、変更届（運営規程の変更）の提出が必要

となります。
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加算届について
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加算届出必要書類一覧（ 赤枠に記載のない項目は東京都への届出不要。）

加算届について
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【東京都介護医療院お問合せフォーム】

東京都福祉局＞高齢者＞高齢者施設＞事業者へのお知らせ（通知文書
等）＞～問合せ方法のご案内～ 【施設支援課／施設運営担当】

お問合せフォーム

問合せ先
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https://80ca9d38.form.kintoneapp.com/public/6dea9116994d5b3231f3e527f48e8c92538ce0077be778c3f74d5d05f224f025?_formAccessToken=eyJhbGciOiJIUzI1NiIsInR5cCI6IkpXVCJ9.eyJzdWJkb21haW4iOiI4MGNhOWQzOCIsImlhdCI6MTc0MDUzMTA3NywiZXhwIjoxNzQwNTMxMTM3fQ.3rm92XvSCy_BpZMz2aPL2EiD_KfCrluGwzIPECfPLKg


・高齢者施設等感染対策向上加算

・理学療法（Ⅰ）

加算に関するよくある問合せ
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【算定要件等】
＜高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）＞（新設） ） 10単位/月
○ 感染症法第６条第 17 項に規定する第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保していること。
○ 協力医療機関等との間で新興感染症以外の一般的な感染症の発生時等の対応を取り決めるとともに、感染症の発生時等に協力医療機関等
と連携し適切に対応していること。
○ 診療報酬における感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関又は地域の医師会が定期的に行う院内感染対
策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参加していること。
＜高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）＞（新設） ５単位/月
○ 診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、３年に１回以上施設内で感染者が発生した場合の感染制御等に係

る実地指導を受けていること。

・高齢者施設等感染対策向上加算

【FAQ】
１．加算Ⅰと加算Ⅱで併算定は可能か。
→可能
２．併設医療機関でも算定可能か。
→可能
３．加算（Ⅱ）について、実地指導（3年に1回以上）を受けていることが要件にあるが、令和6年4月以前に実地指導を受
けている場合には、4月から加算を算定してもよいのか。
→令和６年４月以前に新型コロナウイルス感染症等に対する感染対策として、医療機関の医師若しくは看護師等による実地
指導又は厚生労働省の事業※において実施された実地研修を受けている場合は、実地指導又は実地研修を受けた日から起算
して３年間算定可能。ただし、感染対策向上加算に係る届出を行っている医療機関の医師若しくは看護師等による実地指導
又は厚生労働省の事業において実施された実地研修であること。

※ 令和３年度、令和４年度「介護サービス類型に応じた感染症対策向上による業務継続支援業務」における感染症の専
門家による実地での研修、令和５年度「感染症の感染対策及び業務継続（BCP）策定に係る調査研究及び当該調査研究を踏
まえた研修業務」における感染症の専門家による実地での研修※令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和
６年３月15日の問133を参照） 14



【施設基準】
○人員配置

専任の医師及び専従する理学療法士がそれぞれ１名以上勤務すること。ただし、医療機関と併設する介護医療院の理学療
法士については、サービス提供に支障がない場合には、理学療法士が常勤換算方法で１人以上勤務することで差し支えない。
〇設備（一部抜粋）

治療・訓練を十分実施し得る施設を有しており、当該専用の施設の広さは介護医療院については100平方メートル以上、
併設型小規模介護医療院については45平方メートル以上とすること。なお、専用の施設には機能訓練室を充てても差し支
えない。

・理学療法（Ⅰ）

【FAQ】
１．医療病棟で勤務しているリハビリ職員が医療病棟と介護施設との兼務はできるのか。
→加算要件としては、常勤専従のスタッフの配置が必要ですが、サービス提供に支障がない場合には、非常勤職員を常勤換
算して配置することは可能です。
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２ 事故報告
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２ 事故報告（施設の事故報告について）

【報告が必要な事故（区市町村に報告する事故）】

報告を要する事故については、区市町村がそれぞれ定めており、その定めに従って報告することになります。なお、都においては「介護
保険事業者における事故報告取扱要領」により、「事故の範囲」の例について、次のスライドのとおり区市町村に示しています。
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２ 事故報告（施設の事故報告について）

【報告が必要な事故（東京都に報告する重大な事故）】

重大な事故とは、以下のような事故をいいます。

（１）入所者および利用者の死亡等、重大な事故が発生した場合

（２）食中毒や感染症、その他、入所者に感染が拡大しているもの

（３）その他、施設運営にかかる重大な事故等が発生した場合

（参考 新型コロナウイルスの感染者が発生した場合の都への連絡等）

感染者が10名以上発生した場合には、区市町村のほか、東京都にも御連絡いただくよう、お願
いいたします。なお、入所者又は利用者の死亡等の重大な事故に発展した場合にも、同様に御連
絡ください。

18



２ 事故報告（施設の事故報告について）

【報告が必要な重大な事故の例】

• 死亡事故（看取り期や病気によることが明らかな場合は除く）

• 転倒・転落、骨折等の施設内の事故に起因して入院した場合

• 薬の誤与薬、誤嚥等、危険性の高い事故

• 入所者の離設、無断外出

• 感染症や食中毒の発生（感染者等が10名以上発生した場合）

• 虐待にあたる行為が認められた場合

• 犯罪行為・重大な法令違反

• マスコミによる報道が予想される事故

• 不正会計処理、個人情報の流出等、施設運営上の重大事故
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・注意事項

• 近年様々なSNSが普及し、誰でも簡単に情報発信をすることができ
る。

• 施設に関する公表していない情報や、業務上知り得たことを個人的
に発信することは不適切。特に、利用者の個人情報（顔写真含む）
の取扱いには注意が必要

• ひとたびインターネット上に拡散された情報は、消去が困難

• 施設や法人に対する信頼を大きく損なうことになる

→若年層や外国にルーツのある職員にも施設内の勤務上のルールを正
しく理解していただけるよう、研修等の機会を捉えて周知徹底をお願
いします。
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２ 事故報告（施設の事故報告について）

【都への事故等の報告先】

東京都福祉局＞高齢者＞高齢者施設＞事業者へのお知らせ（通知文書等）＞施設サービ
スに関するお問い合わせ・事故報告書の提出

事故報告書提出フォーム
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https://logoform.jp/form/tmgform/kourei_shisetsu_jikohoukoku


御清聴ありがとうございました
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